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（千円）

SBI XDC Network APAC株式会社

（共同事業者）

　TOPPAN株式会社

（協力事業者）

　株式会社Ginco

【法人デジタル証明書を活用したKYBスキームの構築と輸出ファクタリング取引のオンチェーン化による高効率化の実現】

SBI XDC Network APACが持つ、独自の企業向けブロックチェーン技術と輸出ファクタリング（貿易取引で発生する売掛債権を早期に現金化する資金調達手法）のオンチェーン化ス

キームに、TOPPANが持つ法人デジタル証明書であるvLEIの発行・検証基盤を元にしたKYBスキーム（Know Your Business, 企業間取引における実体・確認手続き）を融合し、

KYBからファクタリング実行、代金回収に至る一連の手続きのオンチェーン化による高効率化を大阪府内の中古自動車部品輸出業者の事例を用い、実証、ビジネスモデルの構築を行う。

・実施時期：本番実証　令和９年１月～３月

・実施場所：本事業採択後府内設置予定の申請者連絡事務所 等

10,000

株式会社HashPort

【ステーブルコインを活用した決済・清算システムの実証実験】

ステーブルコイン（JPYC、USDC等）を活用した決済基盤として、ステーブルコインでの決済受付に不安のある加盟店様の日本円での清算やEC等に見られるエスクロー型決済（買い手

と売り手以外の第三者が代金を一時的に受け取り、契約条件の履行が確認された後に売り手へ資金を移転する決済方式）に対応する二動線決済API・履行統制機能を実装し、大

阪府内加盟店・府民を対象に実証実験を行う。

ステーブルコインで決済受付をし、日本円で清算するスキームについてはコンビニエンスストア等の小売店やレストラン等を実証拠点とし、エスクロー型決済はECサイト等の実証先事業者に

て検証する。

決済から清算までを一気通貫で扱う決済基盤を大阪府内で検証し、府内事業展開につなげる。

・実施時期：令和９年１月～３月の間（１週間以上）の想定

・実施場所：府内の小売店、レストランや府内の居住者に関係するECサイト

10,000

マイナウォレット株式会社

（共同事業者）

　三井住友カード株式会社

【マイナウォレットを用いた円建ておよび米ドル建てステーブルコイン決済を三井住友カードが提供するstera terminal上で行う事業】

マイナンバーカードを“デジタル資産ウォレット”として活用できるサービス「マイナウォレット」を用いた円建てステーブルコイン「JPYC」による決済、およびインバウンド対応として米ドル建てステーブ

ルコイン「USDC」による決済を、三井住友カードが提供するオールインワン決済端末stera terminal上で実現することで、マイナンバーカードを活用したステーブルコイン決済の社会実装・

外国人利用者に対するシームレスな決済体験の実現を目指していく。

・実施時期：令和８年10月～令和９年２月頃の間（数日～１か月程度を想定）

・実施場所：大阪府内に所在するイベント施設/商業施設（複数の候補先と調整中)

※マイナウォレット：マイナンバーカードで本人確認を行い、デジタル通貨などを管理できるマイナウォレット株式会社が開発するスマートフォンアプリ。

※stera terminal：三井住友カードが提供するクレジットカード・電子マネー・QRコードなど様々なキャッシュレスに対応するオールインワン決済端末。

7,640

Mi＆T株式会社

【大阪公立大学周辺商圏における円建てステーブルコインの実店舗決済実証事業】

大阪公立大学発ベンチャーである当社が、同大学キャンパス周辺商圏で、円建ての電子決済手段であるJPYC を活用した実店舗決済を実証する。

ユーザーが使いやすく、店舗にとって負担の少ない決済環境を整え、決済に応じたユーザーへの還元や業務の効率化を図る。

実証を通じて、オンチェーン金融を日常の買い物で利用できる仕組みを確立し、大学周辺商圏から府内の商店街や地域店舗への展開を目指す。

・実施時期：令和８年11月中旬～令和９年３月中旬

・実施場所：大阪府内の大学周辺商圏に所在する飲食店・小売店（５店舗程度）

1,250

※ステーブルコインとは、「法定通貨」と価値が連動するよう設計されたデジタル通貨　(円建て:JPYC、米ドル建て:USDC )
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